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近年，医療費の増大や医療費の地域差が問題となっている。これらの問題を緩和するために，
都道府県では法に基づく医療費適正化計画の作成および対策の実施が求められており，都道府
県内の医療の実態について把握することが急務である。本研究では，奈良県を対象とし，国民
健康保険（国保）の診療報酬明細書（レセプト）データから県内の医療の実態を推察すること
を試みた。
対象としたデータは平成18年５月診療分の奈良県国民健康保険診療報酬明細書データである。

入院および入院外医療を分析の対象とした。二次医療圏別に年齢階層別の１人当たり医療費を
計算し，医療費の地域差について検討した。また，市郡別の医療費や医療費に関連する各種指
標の相関を求め，医療費に影響を与えている要因について検討した。
後期高齢者において入院，入院外とも１人当たり医療費が二次医療圏間で大きく異なってお

り，県内において医療費に地域差が生じていることが確認された。後期高齢者の１人当たり医
療費は，比較的都市化が進んでいる県北西部で高く，山間部が多い県南東部で低くなっていた。
１人当たり医療費と各指標間の関連を調べると，入院，入院外とも受診率との間に強い関連が
認められた。入院においては，レセプト１件当たり医療費との間にも関連が認められたが，受
診率との関連と比べると弱いものであった。入院外においては，レセプト１件当たり医療費と
の間には関連はみられなかった。また，入院外では，受診率とレセプト１件当たり医療費との
間に強い負の相関が認められた。
県内で生じている医療費の地域差は，入院，入院外とも，受診率の地域差が主な要因である

と考えられた。県北西部で受診率が高く，県南東部で低いことから，交通の便などによる医療
施設へのアクセスの容易さなどが受診率に影響を与えており，医療費の地域差にも影響を与え
ているものと考えられる。また，入院外において，受診率とレセプト１件当たり医療費との間
に負の相関が認められたことから，都市部において頻繁に診療を受けようとする患者側の受診
行動の問題や，受診率の低い地域において診療の単価を上げようとする医療施設などの供給側
の問題が生じている可能性が考えられる。

医療費，後期高齢者，国民健康保険，二次医療圏，受診率

Ⅰ

わが国の医療費は，高齢化とともに年々増加

しており，平成17年度においては約33兆円（対
比で9.0％）となっている1)。また，医療

費の増大とともに医療費の地域格差も大きな問
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人口（人) 人口密度(人/ ) 人口比1)(％)

奈良
西和
中和
東和
南和

注 1) 人口比は，人口集中地区に居住している住民の割合
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題となっており，平成17年度においては，都道
府県の老人医療費に最大で約1.5倍の差が生じ
ている2)。また，都道府県内でも，二次医療圏
間，市町村間で大きな格差が生じているとされ
ている3)4)。このような背景から，各都道府県
において，医療費の過度の増加をおさえること
を目的とした医療費適正化計画を策定すること
が求められている5)。そのためには，各都道府
県において医療の実態を適切に把握した上で対
策を取ることが必要である。本研究では，奈良
県を対象とし，国民健康保険（国保）の診療報
酬明細書（レセプト）データを分析し，医療費
データから県の医療の実態を推測することを試
みた。
奈良県は地勢的な要因などから，北西部と南

東部で人口構成，交通，産業が大きく異なるた
め，医療サービスに地域差が生じている可能性
が高いと考えられる。奈良県内の医療費の地域
差について検討を行うことは，県内の医療の実
態を把握することだけでなく，他都道府県内や
都道府県間で生じている医療費の地域差につい
て情報を提供することにもつながると考えられ
る。また，医療費の増加要因は高齢化などの人
口要因のみならず，医療サービスの需要側・供
給側それぞれにおいて他の要因が多く存在する
とされている6)-10)。これらの要因が医療費の地
域差をどのように引き起こしているのかについ
ても検討を行った。

Ⅱ

調査対象としたデータは，奈良県国民健康保
険のレセプトの平成18年５月診療分のデータで
ある。レセプトは，入院，入院外，歯科，訪問
看護に分類される。入院には食事療養費は含ま
れず，入院外には医科入院外および調剤のレセ
プトが含まれる。患者が入院外医療を受けた際
に支払う医療費は，医科入院外と調剤をあわせ
た合計となり，両者の割合は地域の医薬分業の
程度などによって大きく異なると考えられる。
そのため，両者を別個に扱うよりも，両者の合

計を入院外医療費として分析を行うことが，よ
り実態に即していると判断した。なお，レセプ
トデータに記載される住所情報は，実際に診療
行為を受けた場所ではなく，国保被保険者の居
住している住所が記載されるため，本研究で
行った地域別の分析は国保被保険者の居住地に
よる分類に基づいたものである。
平成18年５月診療分のレセプトは，計
658,004枚であり，合計金額は約159億円である。
レセプト枚数，金額とも入院，入院外が大部分
（合計で約９割）を占める。本研究では，入院，
入院外を分析の対象とし，歯科，訪問看護は分
析対象外とした。
平成18年５月末時点での奈良県内の国保被保
険者数は518,236人であり，前期高齢者（65歳
から74歳）は120,465人，後期高齢者（75歳以
上）は96,665人である。国保被保険者は，県内
の人口構成と比べ高齢者に偏っているため，国
保のレセプト全体を対象とした分析は，必ずし
も県内の医療の実態を反映したものとはならな
いが，年齢階層別に行った分析や高齢者に限定
した分析は，ある程度県内の医療の実態を反映
したものと考えることが可能である。
調査対象地域である奈良県は５つの二次医療
圏から構成されている。各医療圏の人口，人口
密度， 人口比を に示す11)。 人口
比は，人口集中地区（
）に居住している住民の割合である。県北

西部にあたる奈良，西和，中和医療圏と県南東
部にあたる東和，南和医療圏で，人口密度，

人口比が大きく異なる。奈良，西和，中
和医療圏は，大阪や京都方面への交通が発達し
ており，住宅や商業施設も多く，比較的都市型
の地域である。東和，南和医療圏には，山間部
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を中心とした高齢化や過疎が進んでいる地域が
多く含まれる。

本研究では，二次医療圏別，市郡別（19地
域）の国保被保険者１人当たり医療費，レセプ
ト１件当たり医療費，医療費の３要素（受診率，
レセプト１件当たり日数，１日当たり医療費）
の各指標から，県内の医療費の実態について検
討することを試みた。なお，市町村別の分類で
はなく，市郡別の分類としたのは，高額医療の
受診などによる突発的なデータのばらつきを抑
えるために，ある程度のレセプト数や人口数を
確保することが必要であったためである。
分析で用いた指標の１人当たり医療費は，医

療費（国保医療費）の総額を人口（国保被保険
者数）で割ったものである。１人当たり医療費
は，レセプト１件当たり医療費と受診率の積に
分解することができる。レセプト１件当たり医
療費は，医療費の総額を総レセプト数で割った
もので，医療サービスの単価を表す指標と解釈
することができる。受診率は総レセプト数を人
口で割ったものであり，医療サービスを受ける
頻度を表す指標であると解釈でき，年当たり，
月当たりの％で表記される。本研究では，５月
診療分のレセプトを対象としているため，受診
率は月当たりの％で計算した。さらに，レセプ
ト１件当たり医療費は，レセプト１件当たり日
数（総日数を総レセプト数で割ったもの）と１
日当たり医療費（総医療費を総日数で割ったも
の）の積に分解することができ，これらと受診
率をあわせたものが医療費の３要素と呼ばれて

いる。
県内の医療費の地域差を調べるため，各二次
医療圏の年齢階層別１人当たり医療費を計算し
た。また，後期高齢者を対象とし，市郡別の１
人当たり医療費と他の指標との関連を調べ，医
療費の地域差を生じさせる要因について検討を
行った。各指標間の関連は の順位相
関係数を用いて調べた。有意確率はすべて両側
で計算した。人口やレセプト数が大きく異なる
市郡すべてを同等の地域として扱うため，相関
係数や有意確率を求めることは厳密には問題が
あるが，各指標間の関連の有無や関連の程度を
分析結果からある程度予測することは可能であ
ると考えられる。
なお，すべての統計解析には

を用いた。

Ⅲ

年齢階層別に各二次医療圏の１人当たり医療
費を計算した結果を に示す。入院，入
院外とも75歳以上の後期高齢者において，東和，
南和医療圏の医療費が他の医療圏に比べて低い
傾向がみられた。75歳以上の後期高齢者全体で
は，最大で入院において約5,500円/月，入院外
において約5,000円/月の差が生じていた。低い
年齢層では，それほど大きな差はみられなかっ
た。
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後期高齢者（75歳以上）を
対象に，市郡別の１人当たり
医療費，レセプト１件当たり
医療費，３要素間の相関を調
べた結果を に示す。
入院，入院外とも，１人当

たり医療費と受診率との間に
極めて強い関連（入院：ｒ＝
0.767，ｐ＜0.001，入院外：
ｒ＝0.863，ｐ＜0.001）が認
められた。市郡ごとの１人当
たり医療費と受診率との関連
を に示す。１人当た
り医療費とレセプト１件当た
り医療費との間には，入院に
おいて関連が認められたが，受診率と比べると
それほど強い関連ではなかった（ｒ＝0.460，
ｐ＝0.048）。入院外では，１人当たり医療費と
レセプト１件当たり医療費との間に有意な関連
は認められなかった 。
また，入院外においては，レセプト１件当た

り医療費と受診率の間に極めて強い負の相関
（ｒ＝－0.702，ｐ＜0.001）が認められた

。入院においては，両者の間に関連
は認められなかった 。

Ⅳ

奈良県内の二次医療圏間では，高齢者におい
て入院，入院外ともに医療費に地域差が生じて

いた。総医療費に占める，高齢者の医療費の割
合は大きいため，高齢者の医療費の地域差は総
医療費の地域差にもつながると思われる。
この医療費の地域差を詳細にみると，入院，
入院外とも１人当たり医療費と受診率の間に極

18― ―



第56巻第１号「厚生の指標」2009年１月

めて強い相関関係が認められた。地域によって，
後期高齢者が医療サービスを受ける頻度が異な
ることが，医療費の地域差に大きな影響を与え
ているといえる。なお，低い年齢層では医療費
の地域差はほとんど生じておらず，本研究では
割愛しているが受診率の差も認められていない。
入院外においては，１人当たり医療費とレセ

プト１件当たり医療費との間に，有意な正の相
関は認められなかったことから，地域ごとに医
療サービスの単価が異なっており，その差が入
院外医療費の地域差を生み出している可能性は
低いと考えられる。また，入院においては両者
の間に有意な関連が認められたが，１人当たり
医療費と受診率との関連と比べると相関係数は
低い値となっていた。
受診率，レセプト１件当たり医療費と１人当

たり医療費との関連から，県内で生じている医
療費の地域差は，受診率の差が主な要因である
と考えられる。すなわち，県北西部と南東部で
は，１回当たりの医療サービスの質には大きな
差はないが，医療サービスを受ける機会が大き
く異なるため，後期高齢者の医療費に地域差が
生じているといえる。この傾向は入院よりも入
院外において顕著であった。
奈良，西和，中和医療圏といった県北西部で

受診率が高く，東和，南和医療圏といった県南
東部で受診率が低いことから，交通の便などの
医療施設へのアクセスの利便性が受診率を決定
していると思われる。すなわち，県北西部では
医師・看護師などの医療従事者，病院や薬局な
どの医療施設や，医療施設への交通手段が南東
部と比べ充実しているため，比較的容易に医療
サービスを受けることが可能である一方，南東
部ではこれらが充実していないため，医療サー
ビスを受けようと考えた際の患者の負担が大き
く，結果として受診率が低下しているものと考
えられる。
本研究では割愛したが，歯科医療費に関して

も同様の地域差が生じており，受診率について
も高齢者において大きな地域差が生じていた。
また，レセプト１件当たりの歯科医療費には二
次医療圏間で大きな差がみられなかった。歯科

医療においても，入院，入院外と同様の理由に
より医療費の地域差が生じていると考えられる。
入院外においては，受診率とレセプト１件当
たり医療費の間に負の関連（ｒ＝－0.702，ｐ
＜0.001）がみられた。また，受診率と１日当
たり医療費との間にも強い負の関連（ｒ＝
－0.840，ｐ＜0.001）が認められている
。これらの理由として，以下の２つの可能

性が考えられる。１つは，患者の受療行動や意
識などの需要側の要因である。県南東部の住民
と比べ，比較的医療資源や交通が充実している
県北西部の住民は，軽い疾病でもすぐに病院で
診療を受けるなどの受療行動を取り，結果とし
て診療１回当たりの単価が下がっている可能性
が考えられる12)。２つ目の要因として，医療従
事者側の供給サイドの問題が考えられる。県北
西部と比べ，患者の受診が少ない県南東部では，
一定の収益を確保するために患者１人当たりの
単価を上げようと行動する，いわゆる医師誘発
需要が生じている可能性が考えられる13)14)。し
かしながら，これら２つの要因が実際に存在し
ているのか，いずれが支配的であるのかについ
ては，診療報酬点数の内訳に関する詳細な分析
を行っていないため，本研究から得られる結果
のみでは判断できない。
本研究では，国保レセプトデータから奈良県
内の医療費について分析を行い，県内の医療の
実態について推察することを試みたが，今回の
分析によって得られた結果や，推察された県内
の医療の様子が実態に即したものであるかどう
かは，各地域の医療従事者，患者，住民を対象
とした聞き取り調査などによって，別途確認す
る作業が必要である。しかしながら，本研究に
よって医療費データから推察された事項は，今
後，県内の医療について調査や検討を行ってい
く上で，基礎的な資料として役立つと考えられ，
また，医療費を決定する要因について，受診率
という指標が大きく関連していることを示した
ことにより，受診率に影響を与えていると考え
られる患者の受療行動や，医療施設や交通と
いった供給サイドの問題について，今後，検討
していくことの重要性があらためて確認できた
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といえる。

国民健康保険の診療報酬明細書データの提供，
および使用を許可してくださった奈良県福祉部
保険福祉課の方々にこの場を借りて深くお礼申
し上げます。
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